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Tax Analysis 
 

横琴広東・マカオ高度協力区に

関する新政策の公布 
輸出入租税について 
 
2024年 1月 3日、財政部、税関総署及び国家税務総局は「横琴広東・マカオ高
度協力区における貨物の輸出入にかかる租税政策に関する通知」（財関税

[2024]1号）と「横琴広東・マカオ高度協力区における個人手荷物と郵送物品に
かかる租税政策に関する通知」（財関税[2024]2号）を公布し、横琴広東・マカ
オ高度協力区（以下、「協力区」）における貨物、個人の手荷物及び郵送物品

の輸出入にかかる租税政策を明確にした。また、税関総署は「中華人民共和国

税関：横琴広東・マカオ高度協力区に対する監督管理弁法」を公布し、前述の

貨物、物品の具体的な監督管理要求を明確にした。本 Tax Analysisでは、上述
文書における輸出入租税政策を重点的に説明し、税務・ビジネスの観点から、

私どもの知見、考察とアドバイスを共有する。 
 
貨物の輸出入政策の概要 
 
財関税[2024]1号は、協力区とマカオ特別行政区（以下、「マカオ」）間、協力
区内部、協力区と中国大陸との間における貨物の流通に関わる税務処理および

監督管理要件について定めた。その主要内容は下記の通りである。 
 
表 1 横琴広東・マカオ高度協力区における貨物の輸出入租税政策のまとめ 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 

 
Author： 
 
Janet Zhang 
Partner 
Tel：+86 20 2831 1212 
E-mail：jazhang@deloitte.com.cn 
 
Shelly Ma 
Director 
Tel：+86 755 3353 8751 
E-mail：shelma@deloitte.com.cn 
 
Will Wang 
Senior Manager 
Tel：+86 20 2831 1157 
E-mail：willkwang@deloitte.com.cn 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   

Tax 
Issue P382 – 2024年 1月 22日 
日本語翻訳版 

 分類 具体的な政策 

「一線」輸

出入（マカ

オと協力区

との間の貨

物移動を指

す） 

協力区内の企業による自社用機器、設

備などの輸入 

 

適格貨物について、輸入関税、輸入段

階増値税及び消費税を免除し、減免税

貨物に適用される監督管理年数を参照

して管理する。リストに掲載されてい

る除外商品は保税政策を適用する 
協力区内の企業によるその他の貨物の

輸入 

保税 
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1. 「一線」経由の自社用機器・設備などの輸入免税 
 
財関税[2024]1号の規定によると、協力区とマカオの間（即ち「一線」）の輸出入貨物（協力区を経由する通過貨物を除
く）に対して届出管理を実施する。協力区に登録され、かつ独立法人資格を有する企業（即ち、協力区内企業）などを

 
1協力区内主体による「一線」輸入貨物の内、関税割当管理、貿易救済措置、関税譲許停止・追加関税賦課、報復関税賦課を目的とする追加関

税賦課措置（対米追加関税賦課物品の第 1弾、第 2弾の適用除外措置範囲内にあり、且つ適用除外措置の有効期限内である品目を除く）の実
施対象は、「4種類の関税措置対象貨物」に該当する。 

 分類 具体的な政策 

 「二線」輸入（中国大陸から協力区

への輸入）時にすでに輸入関税が徴

収された貨物の、「一線」経由の海

外輸出 

輸出関税を免除する 

協力区内

の流通ま

たは加工 

保税貨物及びその加工製品の、協力

区内主体間の流通（4種類の関税措

置対象貨物1を除く） 

 

保税 

保税輸入品またはその加工製品の

内、4種類の関税措置対象貨物に該

当するもの 

協力区で委託加工業務を行ってはな

らない。4種類の関税措置対象貨物

に該当する原材料は、未加工のもの

は保税流通することができるが、加

工後のものは保税流通してはならな

い 

「二線」

輸出入

（中国大

陸と協力

区との間

の貨物移

動を指

す。協力

区内にお

ける貨物

の個人へ

の販売を

含む） 

免税または保税貨物及びその加工製

品の、個人への販売及び「二線」経

由の中国大陸への販売（4種類の関
税措置対象貨物を除く） 

輸入貨物として通関手続きを行い、

申告時の状態に基づき、輸入関税、

輸入段階増値税・消費税を徴収し、

選択的関税徴収政策の適用対象外と

する 

協力区内企業が非原産材料を使用し

て生産する「域内原産割合（RVC）
30%以上の貨物」の、「二線」経由

の中国大陸への輸入（4種類の関税
措置対象貨物を除く） 

輸入関税を免除し、規定に基づき輸

入段階増値税・消費税を徴収する 

4種類の関税措置対象貨物に該当す

る輸入部材を用いて生産された製品

の、個人への販売及び「二線」経由

の中国大陸への販売 

対応する輸入部材を対象として、関

税の徴収と関税措置を実施し、貨物

の申告時の状態に基づき、輸入段階

増値税・消費税を徴収する 

協力区内で 4種類の関税措置対象貨

物に該当しない輸入部材を用いて生

産された 4種類の関税措置対象貨物
に該当する製品の、個人への販売及

び「二線」経由の中国大陸への販売 

貨物の申告時の状態に基づき、輸入

関税、輸入段階増値税・消費税を徴

収し、関税措置を実施する 

「一線」輸入時に関税納付済み、ま

たは協力区内で関税、輸入段階増値

税・消費税追納済み貨物の、「二

線」経由の中国大陸への進入 

輸入関税を徴収しない 

「二線」経由の中国大陸から協力区

への貨物進入 
輸出とみなし、増値税と消費税の税

額還付を行い、輸出関税を徴収する

（輸出関税の納税義務がある場

合）。必要に応じて輸出通関申告な

どの税関手続きを行い、免税または

保税監督管理措置を実施する 

 
上表に記載されている政策のうち、以下の項目に留意することが推奨される。 
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含む区内主体が自社用機器・設備（飛行機、自動車、船舶及びヨットなどの運搬具を含まない）、金型、上記商品の保

守用部品、インフラ整備用物資（屋内装飾、内装用物資を含まない）を輸入する場合、輸入関税、輸入段階増値税・消

費税を免除する。 
 
上述した免税政策の適用対象商品に、「中華人民共和国輸出入税則（2023）」第 84、85、90章、および第 95章におけ
る税番 9508項の商品（「一線」輸出入の免税対象外商品リストの掲載商品を除く）が含まれる。「一線」経由で協力区
に進入する免税貨物に対して、減免税対象貨物の監督管理期限に基づき、その監督管理期限を設定する。監督管理期限

未到来の免税貨物に対して、監督管理の事前解除または協力区における減免税制度適用対象輸入企業以外の企業への譲

渡を申請する場合、減免税制度適用対象貨物の規定に従って、相応の輸入関税、輸入段階増値税・消費税を追納する。 
 
財政部、税関総署などの機関は政策の安定性を確保しつつ、必要に応じて免税政策の適用対象である貨物と輸入業者の

範囲を調整する。協力区執行委員会は、拱北税関などの機関と共同で免税政策の適用対象輸入業者リストを作成し、動

的に調整する。輸入業者は免税資格の放棄を自由に選択できるが、免税資格放棄後 36ヶ月以内に、免税資格を申請する
ことができない。  
 
留意点として、税金を納付する必要がないという点では共通するものの、税関法令による免税措置は、保税制度による

免税よりも優れるというのが、一般的な認識である。理由として、前者の場合、対象貨物は免税貨物向けの税関監督管

理規定が適用され、税関監督管理期限の到来後、企業は税金を納付する必要なく対象貨物を自由に処置できるのに対し

て、後者の場合、税金の徴収猶予が与えられているのみであり、適用要件への適合状況が変われば、納税義務が発生す

る可能性がある。協力区と中国の他の総合保税区の政策を比較すれば分かるように、協力区の免税適用対象商品リスト

は中国の他の総合保税区と類似しており、その主要な内容はいずれも域内企業の自社用機器・設備及び部品、インフラ

整備用物資である。海南自由貿易港と比較する場合、協力区と海南自由貿易港はいずれも、自身の所轄区域において重

点的に奨励する産業を踏まえて免税適用対象商品リストを作成している。例えば、海南自由貿易港がポジティブリスト

を通じて、乗客車、航空機などの交通輸送、観光業に使用される運営用運搬具およびヨットを輸入免税適用対象範囲に

組み入れている。 
 
2.国内販売の選択的関税徴収政策の適用対象外となるケースの明確化 
 
国内販売の選択的関税徴収政策とは、税関特殊監督管理区域に設立された企業が生産・加工し、かつ「二線」（税関特

殊監督管理地域とそれ以外の国内地域の間）経由で税関特殊監督管理地域以外の国内地域に販売する貨物に対して、企

業は申請を経て「対象貨物に対応する輸入原材料に対する徴税」と「対象貨物の申告時の実際の状態に基づく徴税」か

ら選択できる政策を指す。当該政策は 2020年 4月 15日からすべての総合保税区に普及した。当該政策により、総合保
税区内の企業は、上述した 2つの納税方法から、有利な方を選択して納税することができる。 
 
財関税[2024]1 号により、「二線」経由で協力区から中国大陸に販売される免税または保税貨物およびその加工製品に対
して、申告時の実際の状態に基づき徴税し、選択的関税徴収政策の適用対象外となることが明確に定められた。 
 
3. 非原産材料を使用して生産される「域内原産割合（RVC）30%以上の貨物」の「二線」輸入の関税免除 
 
協力区内企業が非原産材料を使用して生産する「域内原産割合（RVC）30%以上の貨物」が「二線」経由で中国大陸に
販売される場合、輸入関税を免除し、規定に従って輸入段階増値税・消費税を徴収する。軽微な作業或いは加工のみを

経た貨物、および関連規定に従って輸入関税を徴収すべきその他の貨物は、この規定の適用対象外となる。免税要件で

ある付加価値基準への適合状況は、下記の計算式で算出される域内原産割合に基づき判断される：〔（貨物の国内販売

価格-∑国外から仕入れる原材料の輸入価格-∑特殊監督管理区域以外の国内地域から仕入れる原材料の仕入価格）/（∑国
外から仕入れる原材料の輸入価格＋∑特殊監督管理区域以外の国内地域から仕入れる原材料の仕入価格）〕×100%≥30%。 
 
類似した政策は海南省の洋浦保税港区においても実施されており、免税要件である付加価値基準への適合状況の判断に

用いられる域内原産割合の計算式は両方とも同様のものが使用されているが、計算式の各要素の集計基準について、洋

浦保税港区では、「洋浦保税港区内企業が非原産材料を使用せずに生産する貨物の洋浦保税港区以外の国内区域への販

売に対して、輸入関税を免除する」など、より明確に定められているのに対して、財関税[2024]1号通達では、明確な規
定がなく、追って明確化（例：区内企業がその他の区内企業から仕入れる非原産材料を使用して生産する製品の域内原

産割合はどのように計算すべきか。その他の区内企業による加工の付加価値分は対象製品の付加価値に算入すべきか、

除外すべきか）が待たれる。また、関連する行政機関が域内原産割合の計算式における各要素の集計基準を定める際に、

洋浦保税港区の政策を参考するか否かなど、政策の動向に留意することが推奨される。 
 
4. 「4種類の関税措置対象貨物」に対する特別規定 
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協力区内主体による「一線」輸入貨物の内、関税割当額管理2、貿易救済措置3、関税譲許停止・追加関税賦課4、報復関

税賦課5を目的とする追加関税措置（対米追加関税賦課物品の第 1弾、第 2弾の適用除外措置範囲内にあり、且つ適用除
外措置の有効期限内である品目を除く）の対象となる貨物（以下、「4 種類の関税措置対象貨物」）は、保税政策のみ
適用される。 
 

• 「二線」経由で輸入される保税輸入貨物又はその他の加工製品の内、4 種類の関税措置対象貨物に該当するものは、
域内原産割合 30%以上を適用要件とする関税免除が適用されず、協力区内での委託加工業務を展開してはならない。 
 

• 協力区内に輸入される原材料の内、4種類の関税措置対象貨物に該当するものは、加工後は保税流通してはならな
いが、未加工であれば保税流通できる。その加工製品が個人に販売される場合、又は「二線」経由で中国大陸に販

売される場合、対応する輸入原材料に対して関税の徴収と関税措置を実施し、貨物の申告時の状態に基づき、輸入

段階増値税・消費税を徴収する 
 

• 協力区内で 4種類の関税措置対象貨物に該当しない輸入原材料を用いて生産された 4種類の関税措置対象貨物に該
当する製品の個人への販売及び「二線」経由の中国大陸への販売に対して、貨物の申告時の状態に基づき、輸入関

税、輸入段階増値税・消費税を徴収し、関連する関税措置を実施する 
 
税関特殊監督管理区域のその他の政策と違って、「4種類の関税措置対象貨物」に対する特別規定はいずれも国内初で
あり、関税措置の意図する効果の回避、ひいては租税の回避を目的とした協力区向け優遇の濫用を防止するのに有効で

ある。将来、当該規定は、中国のその他地域の政策制定時の参考となり、より多くの地域に普及することが予想される。 
 
5. 「中国大陸から協力区に進入する貨物を輸出とみなす」規定 
 
「二線」経由で中国大陸から協力区に進入する貨物を輸出とみなし、規定に従って輸入段階増値税・消費税の還付を実

施し、輸出関税の課税対象である場合、輸出関税を徴収する。納税者は必要に応じて輸出通関申告などの税関手続きを

行う。国家税務総局が公布した「横琴広東・マカオ高度協力区における増値税・消費税還付対象貨物の範囲調整に関す

る通知」（財税[2024]1号）の規定により、中国大陸から協力区へ販売する一部の貨物（輸出入税則における合計 30の
章の商品が対象となる。詳細は財税[2024]1号の添付を参照されたい）は、「輸出税額還付対象外貨物」と「免税対象貨
物」に該当しないものの、その税額還付は認められない。また、同時に公布された「中華人民共和国税関：横琴広東・

マカオ高度協力区監督管理弁法」では、「協力区と中国大陸の間に出入りする国内流通貨物・物品（輸入関税納付済み

の貨物などを含む）に対して、税関は特殊監督管理を行わない」と述べられている。ただし、「国内流通貨物・物品」

を明確に定義する規定はない。協力区における輸出税額還付対象範囲内の貨物について、企業が「二線経由の協力区へ

の貨物進入として輸出通関申告を行い、増値税・消費税還付政策を適用する」スキームと、「輸出通関申告を行わず、

国内流通貨物と見なし、増値税・消費税還付政策を適用しない」スキームから自由に選択できるか否かは、追って明確

化が待たれる。 
 
個人荷物と郵便物に関する政策の概要 
 
財関税[2024]2号通達では、「一線」経由で協力区に進入する（以下、「『一線』入区」）個人荷物と郵便物、及び「二
線」経由で協力区から中国大陸に進入する（以下、「『二線』出区」）個人荷物と郵便物に関する課税政策が定められ

た。 
 
「一線」入区段階について、「個人利用を目的とし、その数量が合理的水準を超えず、且つ税関管理規定に違反しない

場合、関税を免除する（関税を免除しないと明確に規定された物品を除く）」と定められた。この規定は、協力区従業

 
2 現在、中国の輸入関税割当管理対象商品は肥料、小麦、トウモロコシ、白米、砂糖、綿花、羊毛、スライバーを含む 8品目である。関税割当
額以外の輸入製品は関税割当税率が適用され、関税割当額超過分の輸入製品は。「中華人民共和国輸出入関税条例」に定められた税率が適用

される。 
3 貿易の公平性と健全な競争秩序を維持するために、中華人民共和国商務部は，一部の輸入貨物に対してアンチダンピング、相殺関税、保障措
置を含む貿易救済措置を実施する。貿易救済措置の対象品目は、中華人民共和国商務部が決定する。 
4 「一部の米国原産輸入品に対する関税譲許の中止に関する国務院関税税則委員会の通知」（税委会[2018]13号）によると、中国の利益を守る
ため、中国から輸入された鉄鋼とアルミ製品を対象とする米国の追加関税賦課（「232措置」）に対する報復措置として、国務院関税税則委
員会は、一部の米国原産輸入品（例：果物とその加工品、豚肉とその加工品など 128品目の輸入品）の関税譲許を中止し、現行適用されてい
る関税税率に基づく課税の上で、追加関税を課すことを決定した。 
5 2018年 4月 4日、米国政府は追加関税賦課対象品目リストを公布し、中国から米国に輸出された 1,333品目の商品に対する 25%の追加関税
賦課を決定した。米国の追加関税賦課に対する報復措置として、国務院関税税則委員会は一部の米国原産輸入品に対する追加関税賦課を決定

し、対象品目を数回に分けて公布した。 
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員の出入区の便利を図り、マカオ居住者の就職と起業を後押しし、協力区の人材誘致を促進することを目的として、

「一線」入区段階に免税措置を導入するものである。「二線」出区段階について、居住者に与えられる個人荷物と郵便

物の関税免税枠を 5,000人民元から 8,000人民元まで引き上げた（1996年以来の調整）。この措置は、協力区の発展を
支援する政府の施策方針を反映しており、「経済と社会の発展上の必要に応じて政策を調整する」という政府の姿勢に

対する社会の期待を高めている。優遇措置のほか、「免税措置を適用した物品は、個人利用に限定された最終商品とな

り、再販売してはならない」、「短期間に何度も国内外を往復する旅行者に対して、旅行の必需品のみ通関を許可す

る」など、監督管理の強化を目的とした規定も盛り込まれている。 
 
財関税[2024]2号に記載されている「協力区から中国大陸へ進入する物品の政策」と現行の一般政策を比較し、下表の通
りまとめた。 
 

表 2  居住者個人の入国物品に関する政策の比較 
 

  免税枠に関する規定 免税枠超過分の取り扱い 免税枠 

郵便

物の

差出

し 

協力区

の規定 
「一線」入区：個人利用を目的とし、その

数量が合理的水準を超えない場合、関税を

免除する（関税を免除しないと法律・法令

で明確に規定された物品を除く） 
「二線」出区：個人利用を目的とし、その

数量が合理的水準を超えない場合、マカオ

から中国大陸へ郵送される物品に適用され

る関連規定に従い関税を徴収する 

「一線」入区：言及されていない 
「二線」出区：個人利用の範疇から逸脱し

ているか、その数量が合理的水準を超えて

いる場合、輸入貨物として関税を徴収する 

「一線」入区：「免税枠に関

する規定」を参照 
「二線」出区：言及されてい

ない 

一般規

定 
香港、マカオ、台湾地域から郵送される個

人利用目的の物品の免税枠は 800人民元

である 

 
上記以外の国・地域から郵送される個人利

用目的の物品の免税枠は 1,000人民元であ

る 

免税枠を超える場合、返送手続きを行う

か、個人の入国物品に関する規定に従い通

関手続きを行う 
免税枠を超えており、包みに含まれる物品

が 1つのみであり、且つ分割できない場
合、税関の検査を経て個人利用目的のもの

と認められる場合、個人の入国物品に関す

る規定に従い通関手続きを行う 

関税の金額が 50 人民元以下
の物品は、関税の徴収が免除

される 

旅行

者の

携帯

品 

協力区

の規定 
「一線」入区：個人利用を目的とし、その

数量が合理的水準を超えない場合、関税を

免除する（関税を免除しないと法律・法令

で明確に規定された物品を除く） 
「二線」出区：居住者の携帯品は、総額

8,000人民元までは関税を免除する 

「一線」入区：言及されていない 
「二線」出区：個人利用の範疇から逸脱し

ているか、その数量が合理的水準を超えて

いる場合、輸入貨物として関税を徴収する 

「免税枠に関する規定」を参

照 

一般規

定 
居住者が海外で取得した携帯品は、個人利

用を目的とし、その数量が合理的水準を超

えない場合、総額 5,000人民元までは関税
を免除する 

個人利用目的のものと認められる場合、免

税枠超過分に対して関税を徴収する 
携帯品が 1つのみであり、且つ分割でき
ない場合、全額で関税を徴収する 

「免税枠に関する規定」を参

照 

 
 
考察とアドバイス 
 
全体的に、今回の横琴広東・マカオ高度協力区における貨物、個人手荷物と郵送物品にかかる租税政策は、海南洋浦保

税港区、洋山特殊綜合保税港区などのその他の税関特別監督管理区域の既存政策を踏まえて、協力区における実際の状

況に応じて調整と最適化を施されたものである。先日、国家発展改革委員会から公布された「中華人民共和国税関：横

琴広東・マカオ高度協力区全体発展計画」、及び税関総署から公布された「中華人民共和国税関：横琴広東・マカオ高

度協力区監督管理弁法」等の文書から見て、協力区の発展に関する模索が重要な段階に入ったと考えられる。 
 
協力区は広東・香港・マカオ大湾岸圏の中でも重要な特殊区域の一つであり、国内外の投資家にとって、どのように協

力区の優遇政策をフル活用して、マカオでの事業展開を積極的に検討すべきかは、注目すべき課題である。国内外の投

資家は、優遇政策によるメリットを十分に享受し、グループの経営効率を高めるために、協力区の発展動向に注目し、

事業スキームを慎重に検討し、取引プロセス全般を整理することが推奨される。 
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デロイト中国は引き続き広東・香港・マカオ大湾岸圏全体の地域計画と関連地域への支援政策に留意し、私どもの所見

と考察を共有いたします。私どもは、広東・香港・マカオ大湾岸圏に関連する様々なプロフェッショナルサービスとツ

ールをご提供しており、また、各地域の政府と協力してビジネス環境の改善に努め、各業界の投資家の広東・香港・マ

カオ大湾岸圏における投資や協力をサポートしております。 
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